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要 旨 
 
「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（以下「審査ガイド」

という。）では「将来活動する可能性のある断層等」が定義されている。また、「その認定

に当たって、後期更新世（約 12～13 万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世

以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前以降）まで遡

って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること」

とされており、断層の活動性評価に係る知見を継続的に蓄積していくことが重要である。 

さらに、確率論的地震ハザード評価及び確率論的津波ハザード評価では、地震履歴（活

動時期、活動間隔等）の情報が評価結果に大きく影響するため、リスク評価の活用に向け

て、これらの情報に係る技術的根拠を明確にすることが重要である。 

以上を踏まえ、平成 29 年度から令和元年度にわたって、「活断層に起因する内陸地殻内

地震の履歴に関する評価手法の整備」及び「プレート間地震の履歴に関する評価手法の整

備」に取り組んだ。なお、浅海域における古地震履歴評価手法の整備（下記(1)①）及びイ

ベント堆積物を用いた古地震履歴評価手法の整備（下記(1)②）は国立大学法人東京大学新

領域創成科学研究科に委託し、微化石分析等を実施した。また、宇宙線生成核種による隆

起年代評価手法の整備（下記(2)②）は国立大学法人東京大学大気海洋研究所に委託し、年

代測定等を実施した。 

成果の要約を以下に記す。 

 

（1）活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に関する評価手法の整備 

①浅海域における古地震履歴評価手法の整備 

断層を挟んだ 2 点間のコアで完新統（完新世の地層）を対象に微化石分析等を実施し

た結果、複数の層準を対比することができた。2 点間の層厚の差異は地震時の隆起・沈

降の傾向を反映していると考えることができ、完新統のコアを対象にした断層変位指標

の検出に微化石分析等が有用であることを示した。 

②イベント堆積物を用いた古地震履歴評価手法の整備 
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断層近傍のコアで完新統を対象に帯磁率測定及び微化石分析を実施した。その結果、

帯磁率変化のピーク対比と花粉群集変化を組み合わせることで、近傍コアとの対比面が

多く得られ、イベント堆積物の対比に本手法が有用であることを示した。 

③火山灰層序学的年代評価手法の整備 

深海底堆積物（ちきゅう C9001C コア）及び陸域堆積物に含まれる火山灰（テフラ）

の対比を検討した。その結果、中期更新世以降のテフラ年代を高精度に決定するととも

に、深海底堆積物中のテフラと陸成堆積物中のテフラとを対比することができ、断層変

位指標である海成段丘の年代評価に信頼性の高いテフラ年代を活用できる見通しを得

た。 

（2）プレート間地震の履歴に関する評価手法の整備 

①放射性炭素年代測定による隆起年代評価手法の検討 

離水海岸地形の高度分布及びその年代を検討した。その結果、既知の地震による離水

海岸地形の妥当な年代値を得ることができた。さらに、酸処理濃度及び年代測定試料の

対象の違いが放射性炭素年代測定の結果に与える影響を把握できた。 

②宇宙線生成核種による隆起年代評価手法の整備の検討 

宇宙線生成核種を用いることで離水海岸地形の年代を推定し、隆起年代評価に本手法

が適用できる可能性を示した。また、数千年前に形成された比較的若い隆起海岸地形に

おいても、測定の際のバックグラウンドを低減することによって、宇宙線照射により生

成した核種を検出できることが分かった。 

 

内陸地殻内地震及びプレート間地震の履歴評価に向けて、コア間の対比精度を高めるこ

と及び信頼性の高いテフラ年代を得ることができた。それにより、断層変位指標の検出及

びイベント堆積物の対比が可能となり、また海成段丘の信頼性の高い年代評価を実施でき

る見通しを得た。離水海岸地形の年代評価については、従来の手法による結果のばらつき

を把握でき、先駆的な宇宙線生成核種を適用できる見通しを得た。 
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Abstract 

 

The Review Guide for Geology and Geological Structure Investigation at and around the 

Site defines capable faults. The Guide requires that “Identification of capable faults, if a clear 

judgment cannot be made about the activities after the Late Pleistocene to identify suitable ground 

due to missing geographical surfaces or geological formations from the Late Pleistocene, activities 

must be evaluated by comprehensive analysis of the terrain, geology, geological structure, stress 

field, and so forth by dating back to a period after the Middle Pleistocene (about 400,000 years 

ago)”. Therefore, continuous accumulation of knowledge for assessment of fault activity is 

important. 

In Probabilistic Seismic Hazard Assessment (PSHA) and Probabilistic Tsunami Hazard 

Assessment (PTHA) for risk assessment, earthquake activity records (active age and interval of 

activity) greatly contribute to assessment results. Therefore, it is important to clear technical 

sources of their records for practical use of risk assessment. 

In this project, five sub-projects were conducted during fiscal years 2017 to 2019. 

The sub-projects ((1)-1) and (1)-2)) were implemented by Graduate School of Frontier 

Sciences, The University of Tokyo through the NRA commissioned project, micro-paleontological 

analyses were implemented. The sub-project ((2)-2)) was implemented by Atmosphere and Ocean 

Research Institute, The University of Tokyo through the NRA commissioned project to perform 

dating analyses. 

 

(1) Development of an evaluation method for clarifying of records on inland crustal earthquake due 

to active fault 

1) Development of a method for palaeo-earthquake records in a shallow sea area 

We analyzed micro-paleontology etc. in two Holocene core samples positioned on both 

sides of the fault. We can recognize that the differences of thickness of the deposits from two core 
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samples suggest the trend on coseismic uplift or subsidence. Therefore, micro-paleontological 

analyses etc. are useful for detection of earthquake activity records in Holocene core samples. 

2) Development of an evaluation method for paleo-earthquake records using event deposits 

We analyzed micro-paleontology etc. in the marine core near the fault. This analysis 

indicates the capability to gain many correlative horizons to neighboring cores through the peak 

correlation of magnetic susceptibility changes and pollen assemblage’s changes, even if the 

horizon. 

3) Development of an evaluation method for tephrostratigraphic age 

We investigated the correlation between volcanic ash (tephra) in deep submarine deposits 

(Chikyu C9001C core) and one in land. We decided the eruption ages of tephra with high accuracy, 

and correlated tephra in deep submarine deposits with one in land. Therefore we acquired 

perspective that the ages can be applied to age assessment of marine terrace as index of fault 

displacement. 

 (2) Development of an evaluation method for inter plate earthquake records 

1) Development of a method for uplift age assessment using 14C dating 

We investigated elevation distribution and uplift age of the emerged shoreline topography. 

Through the investigation, we acquired a reasonable uplift age of known earthquakes. Furthermore, 

we recognized the effects of acid treatment density and difference of measurement sample type on 

age assessment. 

2) Development of an evaluation method for uplift age using terrestrial cosmogenic nuclides dating 

This sub-project estimated age of emerged benches using terrestrial cosmogenic nuclide 

(TCN), suggests that TCN dating can be applied to the emerged benches. Furthermore, the result 

also indicated that TCN dating applies to young (several thousand years) emerged benches by the 

measurements reduced in the background. 

 

For estimate of the records of inland crustal earthquake and inter plate earthquake, 

accuracy improvement of correlation among the core samples and acquiring reliable tephra ages 

were performed. They enable to detect index of fault displacement, to correlate the event deposits, 

to evaluate age of marine terrace. For age assessment of the emerged shoreline topography, 

application of pioneering TCN dating are important in future other than usual methods. 
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用語の定義 

放射性炭素年代測定（Radiocarbon Dating） 

  生物遺体中の放射性炭素 14C 濃度が、生物の死後、時間とともに

減少することを利用した年代測定法。測定試料は木材、炭、貝殻、

泥炭、骨等で、その中の 14C 濃度は放射能計測あるいは加速器を

用いた質量分析器で測定する。14C の半減期は 5,568 年により計

算し、結果が比較できるよう統一されている。このようにして算

出した 14C 年代は共通の誤差による暦の年代からの差異がある。

大気圏内核実験による放射線の影響をあまり受けていない 1950

年を基準にそれより何年前であるかを示すため、測定値の年数に

B.P.（Before Present 又は Before Physics）をつけて、例えば 3,680

±600 yr B.P.と表記する。 

 

海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotopic Stage; MIS） 

酸素の同位体比による過去の気温に基づいたステージ区分。深海

底等のボーリングコア中の有孔虫の殻に含まれる 16O 及び 18O の

同位体比を連続的に測定して温度変化を解析し、氷期・間氷期を

ステージ（MIS）として区分する。MIS は氷期に偶数、間氷期に

奇数を付けて整理されるため、現在の後氷期は MIS 1、それより

古い氷期、間氷期のサイクルには、MIS 2、3、4、5・・・と記載

される。氷期又は間氷期中にみられる亜間氷期・亜氷期について

は、sub stage の階層に位置づけて a、b・・・の記号を付ける。

例：MIS 5b は間氷期である MIS 5 中の亜氷期。 

 

宇宙線生成核種（Terrestrial Cosmogenic Nuclides:TCN） 

宇宙線（一次宇宙線）が大気に飛び込んだ際に生じる中性子、ミ

ュオン等の高エネルギー粒子が地球表層の岩石中に照射される

際の相互作用によって生成する核種をいう。岩石中の宇宙線生成

核種の蓄積量を測定することにより、岩石が地表に露出して宇宙

線に被ばくされる環境に置かれてからの時間、換言すれば岩石が

地表に露出する原因となった地震、気候変動等の地質学的イベン

トの年代を定量的に評価することが可能となる。 
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1. 序論 

1.1 背景 

「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（以下「審査ガイド」

という。）では「将来活動する可能性のある断層等」が定義されている。また、「その認定

に当たって、後期更新世（約 12～13 万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世

以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約 40 万年前以降）まで遡

って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を評価すること」

とされており、断層の活動性評価に係る知見を継続的に蓄積していくことが重要である。 

さらに、確率論的地震ハザード評価及び確率論的津波ハザード評価では、地震履歴（活

動時期、活動間隔等）の情報が評価結果に大きく影響するため、リスク評価の活用に向け

て、これらの情報に係る技術的根拠を明確にすることが重要である。 

内陸地殻内地震のうち、地表に明瞭な痕跡を残す活断層について、陸域では基本的にト

レンチ調査により活動性が評価されているが、海域ではトレンチ調査が実施できない。そ

のため、統計的に推定された活動間隔が用いられることが多く、評価結果に与える不確実

さの幅が大きくなることが課題である。また、地表に明瞭な痕跡を残さない活断層につい

ては、広域的に変形した地形面及び地層の形成年代を火山灰を用いて推定し、それを基に

活動性を評価する方法があるが、火山灰の年代誤差が活動性評価の結果に大きく影響する

ことが課題である。この課題は、地表に明瞭な痕跡を残さない活断層の認定にも直結して

いる。断層の活動性に関し、「審査ガイド」では、「起震断層及び活動区間や震源領域の活

動性は、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査、地球物理学的調査の結果に基づ

く平均変位速度、変位量及び活動間隔等により推定されていることを確認する。」とされて

いる。中期更新世以降の断層の活動性に関し、「審査ガイド」では、「中期更新世以降の断

層等の評価には、この時代の地形面や地層の変位・変形に注目することが一般的である。

中でも酸素同位体ステージ 7、9、11 の温暖期（高海水準期）に対応づけられる段丘面や地

層の利用が有効である。」とされている。さらに、「審査ガイド」では、断層等の評価方法

として「火山灰を利用する方法」及び「微化石分析（花粉、珪藻、有孔虫、貝形虫等）や

化学分析から古環境変遷を明らかにし、上記の温暖期（高海水準期）と対応づける方法」

が挙げられており、これらの方法を具体化し、断層の活動性評価手法として整備していく

ことが重要である。 

一方、プレート間地震の履歴については、これまで主として歴史地震の情報が利用され

てきた。しかしながら、平成 23 年東北地方太平洋沖地震から得られた教訓を踏まえると、

活動間隔が長い地震も対象にした先史時代における地震履歴の情報を整理し、その扱い方

を検討することが重要である。 
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1.2 目的 

以上を踏まえ、平成 29 年度から令和元年度にわたって、以下の研究課題（(1)及び(2)）

に取り組んだ。 

 

（1）活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に関する評価手法の整備（平成 29 年度～令

和元年度） 

①浅海域における古地震履歴評価手法の整備 

確率論的地震ハザード評価及び確率論的津波ハザード評価に必要な、海域における内

陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法の一つとして、断層を挟んだ 2 点間の柱状採泥

調査によって断層変位指標を識別し、海域活断層の活動履歴を調査する方法が挙げられ

る。そこで、このような試料に対し完新統（完新世の地層）を対象に帯磁率測定及び微

化石分析を実施し、断層変位指標としての適用性を検討する。 

②イベント堆積物を用いた古地震履歴評価手法の整備 

確率論的地震ハザード評価及び確率論的津波ハザード評価に必要な、海域における内

陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法の一つとして、イベント堆積物を識別し、間接

的に周辺の活断層の活動履歴を調査する方法が挙げられる。そこで、断層近傍で実施さ

れた柱状採泥調査によって得られた試料に対し完新統を対象に帯磁率測定及び微化石

分析を実施し、イベント堆積物を対比する上でのこれらの分析の適用性を検討する。 

③火山灰層序学的年代評価手法の整備 

震源断層の評価にとって、活断層の活動性に関わる年代評価は極めて重要な役割をも

つ。特に地表に明瞭な痕跡を残さない活断層については、広域的に変形した地形面及び

地層の形成年代を火山灰を用いて推定し、それを基に活動性を評価する方法があるが、

火山灰の年代誤差が活動性評価の結果に大きく影響することが課題である。そこで、新

規制基準に対応する海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotopic Stage：以下「MIS」とい

う。）11 以降（最近約 40 万年間）の火山灰層序学的年代評価手法を整備するため、深海

底堆積物（ちきゅう C9001C コア）及び陸域堆積物に含まれる火山灰（テフラ）の対比

を検討する。 

（2）プレート間地震の履歴に関する評価手法の整備（平成 29 年度～令和元年度） 

①放射性炭素年代測定による隆起年代評価手法の整備 

プレート間地震又は沿岸域の内陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法として、沿岸

隆起に起因する離水海岸地形及び離水生物群集の放射性炭素年代測定に基づいた方法

が挙げられる。そこで、隆起年代を評価する際の結果のばらつき（酸処理濃度及び測定

試料の対象の違い）を把握するため、すでに隆起したことが明らかな地域において離水

海岸地形を認定し、高度分布及びその地形面が形成された年代を検討する。 
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②宇宙線生成核種による隆起年代評価手法の整備 

プレート間地震又は沿岸域の内陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法として有効

な離水生物群集が化石として保存されにくい地域においては、放射性炭素年代測定が利

用できない。そこで、宇宙線生成核種を用いて離水海岸地形の年代を評価する上での不

確実性の要因を分析するとともに本手法による評価上の留意点を整理し、隆起年代評価

への適用可能性を検討する。 

 

1.3 全体行程 

本研究は平成 29 年度から令和元年度にかけて実施したものであり、得られた成果を本

報告書にまとめる。なお、浅海域における古地震履歴評価手法の整備及びイベント堆積物

を用いた古地震履歴評価手法の整備は国立大学法人東京大学新領域創成科学研究科、宇宙

線生成核種による隆起年代評価手法の整備は国立大学法人東京大学大気海洋研究所に委託

し、実施したものである。全体行程を図 1.1 に示す。 

 

 

図 1.1 地震の活動履歴評価手法に関する研究の全体行程 

Fig. 1.1 Schedule of research on Evaluation Methods  

for Assessment of Earthquake Activity Records. 
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2. 本論 

2.1 活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に関する評価手法の整備 

2.1.1 浅海域における古地震履歴評価手法の整備 

（1）はじめに 

内陸地殻内地震のうち、地表に明瞭な痕跡を残す活断層について、陸域では基本的にト

レンチ調査により詳しい活動履歴が評価されているが、海域ではトレンチ調査が実施でき

ない。そのため、地球物理学的調査により上部更新統（後期更新世の地層）の変位又は変

形の有無から「将来活動する可能性のある断層等」に該当することが明らかな場合であっ

ても、陸域ほど詳しい活動履歴を評価することは困難である。したがって、海域の内陸地

殻内地震を対象にした確率論的地震ハザード評価及び確率論的津波ハザード評価では統計

的に推定された活動間隔が用いられることが多く、評価結果に与える不確実さの幅が大き

くなることが課題である。 

海域における内陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法の一つに、断層を挟んだ 2 点間

のボーリング調査等により、特徴的な堆積物の変位及び厚さの変化を明らかにし、断層の

活動した時期を推定する方法が挙げられる。近年実施されている海域の活断層調査におい

ても、例えば日奈久断層帯海域部において、地球物理学的調査及び柱状採泥調査により、

完新世において少なくとも 4 回、それ以前に 1 回の断層活動があったことが確認されてい

る 1。しかし、堆積物が均質である場合（外洋に面する陸棚域において典型的）及び年代

が既知の火山灰に乏しい場合には、断層による変位を認識しづらくなる。そのため、断層

による変位を認識するための別の指標（以下「断層変位指標」という。）が必要になる。 

そこで、本研究では断層を挟んだ 2 点間の柱状採泥調査によって得られた試料に対し完

新統（完新世の地層）を対象に帯磁率測定及び微化石分析を実施し、断層変位指標として

のこれら手法の適用性を検討した。 

なお、本研究は国立大学法人東京大学新領域創成科学研究科に委託し、実施したもので

ある。 

 

（2）研究対象物質及び分析手法の検討 

研究対象とした海域は 1964 年新潟地震震源域であり、これに対応する隆起帯は 1990 年

前後にすでに認識されている 2。本海域から採取された 2 本のコア（以下「粟島 1 コア」

及び「粟島 2 コア」という。）を用いて、コア解析を実施した（図 2.1）。粟島 1 コアはコ

ア長が約 630cm であり、コア深度 430cm 付近にシルト質粘土と砂質粘土の岩相境界が認め

られる。粟島 2 コアはコア長が約 480cm であり、粟島 1 コアで認められるシルト質粘土と

砂質粘土の岩相境界はコア深度 280cm 付近に認められる。これらのコアは、半割後にラッ

プで覆われコア箱に入れられた後、室温で保管されている状態であった。乾燥による多少
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のひび割れ、表面の酸化等は認められたものの、大きな変質は認められず、測定及び分析

に大きな影響を与えるものではないと判断した。 

コア解析は、地球物理学的測定として帯磁率測定を 2cm 間隔で実施し、また、古環境学

的分析として花粉分析及び珪藻分析を 10cm 間隔で実施した。 

 

（3）帯磁率測定及び花粉化石分析の結果 

帯磁率測定及び花粉化石分析の結果から、粟島 1 コア及び粟島 2 コアの対比を試みた。 

帯磁率によるコア間の対比を試みた結果を図 2.2 に示す。まず対比される層準としては

岩相境界が挙げられる。粟島 1 コアでの岩相境界より下位となる M-c 区間では岩相境界の

やや下位で帯磁率の上昇が認められ、下位に向かうにしたがって減少していく傾向がある。

一方、粟島 2 コアの M-c’区間では岩相境界を境に下位では帯磁率の上昇が認められるのは

粟島 1 コアと同様であるが、下位に向かって帯磁率が減少していく粟島 1 コアと異なり、

粟島 2 コアでは下位に向かうにしたがって上昇し、値のばらつきも目立つようになる。M-c

区間及び M-c’区間の上限は岩相境界に一致させている。次に、粟島 1 コアの M-a 区間と粟

島 2 コアの M-a’区間では、両コアともに帯磁率 8～9 前後で安定した値幅で相関がよいも

のと考えられ、粟島 1 コアにおける M-a から M-b に移行する帯磁率の低下と、粟島 2 コア

における M-a’から M-b’に帯磁率がやや低下する層準は対比可能と考えられる。M-a 区間及

び M-a’区間の下限は、安定した値幅から下がり始める層準に設定した。さらに、粟島 1

コアの M-b 区間と粟島 2 コアの M-b’及び M-b’’区間については、帯磁率が低くなっている

という特徴は類似するが、粟島 2 コアの M-b’’区間で認められるような帯磁率の上昇は粟

島 1 コアでは認められない。そのため、M-b と M-b’及び M-b’’区間との対応は良くない。 

両コアの花粉化石分析結果を図 2.3 及び図 2.4 に、それらに基づくコア間の対比の結果

を図 2.5 に示す。図 2.5 に示すとおり、それぞれのコアで認められた花粉化石のイベント

を対比することができる。両コア間における花粉化石のイベントの層序関係はおおむね整

合的であるが、モミ・ツガ・トウヒ属の減少のイベントについては、粟島 1 コアでは岩相

境界の直下に認められるのに対し、粟島 2 コアではコナラ属アカガシ亜属の減少イベント

とマツ属の増加イベントの間に認められる結果となった。花粉化石のイベントは認定する

境界の判断が難しいところも多いため、イベントの境界認定が誤っている可能性や、対比

に用いるのに適していない種であるという可能性もある。今回の分析では試料採取間隔が

両コアでほぼ同じであるため、図 2.5 の縦軸は堆積物の層厚とおおむね比例していること

から、便宜的に層厚としてみなすことができる。その考え方に基づき、対比された花粉化

石のイベント間の層厚に着目すると、最上位のスギ属の増加イベントより上位の層厚は両

コアでおおむね同程度であるが、それよりも下位のカバノキ属の減少からスギ属の増加イ

ベントまでの層厚は、粟島 1 コアより粟島 2 コアのほうが薄くなっている。その中でもコ

ナラ属アカガシ亜属の増加イベントからコナラ属アカガシ亜属の減少イベントまでの層厚
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は両コアで同程度であり、その前後の区間の層厚が変化していることが分かる。このよう

な層厚の変化は、地震時の隆起・沈降の傾向を反映していると考えることができる。 

なお、原因は不明であるが、珪藻化石については全ての試料から産出が見られなかった。 

 

（4）まとめ 

粟島 1 コア及び粟島 2 コアの分析結果から、それぞれ複数のイベントが認定でき、それ

らイベントを用いて複数の層準を対比することができた。この対比に基づくと、2 点間の

層厚の差異は地震時の隆起・沈降の傾向を反映していると考えることができ、通常用いら

れている帯磁率測定及び微化石分析が、完新統のコアを対象にした地震履歴の抽出に有用

であることを示した。 

 

 
出典）東京大学（2020）3 

図 2.1 粟島 1 コア及び粟島 2 コアの採取位置 

Fig. 2.1 Locations of Awashima-1 core and Awashima-2 core. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.2 粟島 1 コア及び粟島 2 コアの帯磁率による対比 

Fig. 2.2 Correlation of Awashima-1 core and Awashima-2 core based on magnetic susceptibility. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

 

図 2.3 粟島 1 コアの花粉分析結果 

Fig. 2.3 Result of pollen analysis of Awashima-1 core. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

 

図 2.4 粟島 2 コアの花粉分析結果 

Fig. 2.4 Result of pollen analysis of Awashima-2 core. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

 

図 2.5 粟島 1 コア及び粟島 2 コアの花粉分析による対比 

Fig. 2.5 Correlation of Awashima-1 core and Awashima-2 core based on pollen analysis. 
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2.1.2 イベント堆積物を用いた古地震履歴評価手法の整備 

（1）はじめに 

2.1.1 では、海域の内陸地殻内地震を対象にした確率論的地震ハザード評価及び確率論的

津波ハザード評価の際に、地震の活動履歴が評価結果に与える不確実さの幅を軽減するこ

とを目的として、断層を挟んだ 2 点間の柱状採泥調査により、断層の活動した時期を推定

する方法について検討した。この方法は、海域の活断層調査としては直接的方法ではある

ものの、評価対象の断層の直上において柱状採泥調査を行う必要があり、調査の制限を受

けるような海域では適用が困難な場合がある。また、堆積速度が遅い海域では、特徴的な

堆積物の変位、厚さの変化、各種の測定値及び分析結果が、断層変位指標の深度差として

現れにくくなる場合もある。 

このような場合には、より間接的ではあるが、評価対象の断層近傍で柱状試料を採取し、

イベント堆積物（主に砂質堆積物）から地震性堆積物を識別しその年代を見積もることに

より、これらのデータを地震履歴の情報として利用する方法が挙げられる。ただし、イベ

ント堆積物から地震性堆積物を識別する際には、砂質堆積物以外の肉眼視できない堆積物

を認識し、1 地点の情報のみならず複数地点においてイベント堆積物の時空間分布を把握

した上で、分布の広さ、各種の分析結果等から総合的に判断することになる。そのため、

分析対象のコアと既往のコアとの間での対比精度の向上が重要となる。 

そこで、本研究では断層近傍で実施された柱状採泥調査によって得られた試料に対し完

新統を対象に帯磁率測定及び微化石分析を実施し、イベント堆積物を対比する上でのこれ

らの分析手法の適用性を検討した。 

なお、本研究は国立大学法人東京大学新領域創成科学研究科に委託し、実施したもので

ある。 

 

（2）研究対象物質及び分析手法の検討 

研究対象とした海域は別府湾であり、湾の南岸及び北岸に沿って中央構造線断層帯の豊

予海峡―由布院区間が認識されている 5。本海域から採取された 1 本のコア（以下「別府

コア」という。）を用いて、コア解析を実施した（図 2.6）。別府コアはコア長が約 1,040cm

であり、珪藻質の通常時の堆積物中に砂質のイベント層が挟在する。これらは半割後にラ

ップで密封後、冷蔵保管されており、表面に多少の酸化の痕跡が認められたものの著しい

乾燥等は認められず、保存状態は良好であった。また、後述する帯磁率測定は、堆積構造

の観察用に採取されたスラブ試料を用いて測定した。これらは採取後、20cm 長のスラブご

とにラップで密封された上、5-6 個のスラブからなるセクションごとにラップで包まれた

状態で冷蔵保管されており、表面に多少の酸化の痕跡が認められたものの乾燥などは認め

られず、保存状態は良好であった。 



 

12 

 

コア解析は、地球物理学的測定として帯磁率測定を 2cm 間隔で実施した。また、分析コ

アの堆積年代の概要を把握するため、10 層準からバルク堆積物試料、4 層準から貝殻試料

を採取し、バルク有機物及び炭酸塩を用いて放射性炭素年代測定を実施した。さらに、古

環境学的分析として花粉分析及び珪藻分析を実施した。これらの分析についてはイベント

層を避け、通常時の堆積物とみられる層準から 5cm 間隔で実施した。そのため、イベント

層の挟在状況によっては 5cm 以下あるいはそれ以上の間隔で採取されている箇所もある。 

 

（3）帯磁率測定、珪藻分析及び花粉化石分析の結果 

別府コアの岩相、帯磁率及び放射性炭素年代測定値をもとに、別府コアと既報の BP09-4

コア 6 との対比を試みた（図 2.7）。別府コアでは、低い帯磁率（SI 単位で 1 以下）が連続

的に示される全体的な傾向に対して、5 以上の値を持つ帯磁率の高い層準が、複数挟在す

る。これらの帯磁率の高い層準は、肉眼で観察できる粒度の粗いイベント層にほぼ対応す

る。既往のコア 6 では、特にイベント層 3 及びイベント層 5 が厚いことが特徴である。別

府コアでは、コアトップが厚いイベント層から始まっており、BP09-4 コアに見られる最上

部の堆積物が欠如している可能性がある。また、既報 6 で示された貝殻の放射性炭素年代

及び今回測定した貝殻の放射性炭素年代から、上位から 2 枚目のコア深度 2m 付近の厚い

イベント層が既報 6 のイベント層 5 に、コア深度 7m 付近のものが既報 6 のイベント層 14

に当たるものと考えられる。次に、イベント層 5 及びイベント層 14 の対比結果並びにイベ

ント層間の堆積物の厚さから、深度 3.2m 及び 2.8m の帯磁率のピークは、既報 6のイベン

ト層 7 及びイベント層 6 にそれぞれ対比される。さらに、コア深度 4.7m 付近のピークは

既報 6 のイベント層 8 に、コア深度 5.2〜5.5m 付近の帯磁率のいくつかのピークは既報 6

のイベント層 9 からイベント層 12 のイベント層が密集する層準に当たると考えられる。 

珪藻分析の結果を図 2.8、図 2.9 及び図 2.10 に示す。全体を通じて海水生種及び海水〜

汽水生種の珪藻が卓越し、これに低率で汽水生種、極低率で淡水生種を伴う構成となって

おり、種構成は僅かに変わるものの、層準による群集組成の大きな変化はない。そのこと

から、全体を通じて内湾でありながら陸水の影響は少なく、外洋水の影響を強く受ける環

境が継続していたと考えられる。ただし、コア深度 3.5〜5m 程度にかけては、外洋生種の

割合が若干変動するため、外洋水の影響の強弱があった可能性がある。特に、コア深度 4.3

～7.3m にかけて、汽水性種 Diploneis aestuarii が比較的多産することが特筆され、別府湾

におけるコア対比に有効な指標となる可能性がある。 

花粉分析の結果から、別府コアと既往の BP09-6 コア 7 との対比を試みた（図 2.11）。別

府コアでは、全体を通してアカガシ亜属及びシイ属が優先する照葉樹林の植生を示し、顕

著な群集変化は認められない。僅かにコア下部でのマキ属の連続的な産出、コア上部での

草本類及びマツ属の増加、及びこれに伴うアカガシ亜属とシイ属の減少が認められる。こ

れらを基準に、アカガシ亜属及びシイ属にマキ属が随伴する別府 1 花粉帯、アカガシ亜属
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及びシイ属が優先する別府 2 花粉帯、アカガシ亜属及びシイ属にマツ属と草本類が伴う別

府 3 花粉帯に区分できる。さらに、草本類の増加が別府 2 花粉帯の最上部から認められる

ため、草本類の増加開始期により別府 2 花粉帯を別府 2a 及び 2b の亜帯に細分した。一方、

既報 7 では、別府湾の約 7,000 年前以降の花粉群集は 4 つに区分されており、下位からアカ

ガシ亜属及びシイ属の照葉樹が卓越し、これにマキ属が随伴する BEP-1 帯、アカガシ亜属

及びシイ属の照葉樹が卓越する BEP-2 帯、照葉樹に二葉マツ類及び草本類が加わる BEP-3

帯、二葉マツ類及びスギ属が卓越するアカマツ二次林を示唆する BEP-4 帯からなる。別府

コアで得られた花粉群集の 3 つの花粉帯（別府 1～3 帯）は、その群集構成から既報 7 の

BEP-1～3 帯にそれぞれ対比される。また、BEP-2 帯の上部では草本類の増加が認められる

ことから、別府 2 帯の二つの亜帯の境界も既報 7 の結果と対比可能である。 

既報の BP09-6 コア 7 で示された花粉帯の境界年代を、既報の BP09-4 コア 6 のイベント

層の年代値に挿入した（図 2.12）。これらと別府コアの花粉帯の境界層準とを比較すると、

別府 2 帯の亜帯の境界層準が僅かに異なるが、ほぼ同様な層準に存在し、帯磁率のピーク

対比もおおよそ妥当であると考えられる。 

 

（4）まとめ 

別府コアの解析結果から、放射性炭素年代測定値が得られている層準が限られていても、

帯磁率変化のピーク対比と花粉群集変化を組み合わせることで、近傍コアとの対比面を多

く得られる可能性があることを示した。また、別府コアと別府湾最深部の BP09-4 コア 6

のコアとの対比の例のように、近傍コアの年代モデルが精緻であれば、対比面を介して検

討するコアに信頼性の高い年代目盛を入れることが可能であることも示した。より地理的

に離れた場所での対比の可能性が検討されることによって、地球物理学的手法及び古環境

学的手法のコア対比への適用可能性とその限界がより明らかになると期待できる。 
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出典）地理院地図（国土地理院）4 及び地震調査研究推進本部（2017）5 を利用して作成 

 

図 2.6 別府コアの採取位置及び活断層の分布 

Fig. 2.6 Location of Beppu core and distribution of active faults. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.7 別府コア及び既報 BP09-4 コアの帯磁率による対比 

Fig. 2.7 Correlation of Beppu core and BP09-4 core based on magnetic susceptibility. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.8 別府コアの珪藻花粉分析結果（上部） 

Fig. 2.8 Diatom analysis of Beppu core (Upper part). 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.9 別府コアの珪藻花粉分析結果（中部） 

Fig. 2.9 Diatom analysis of Beppu core (Middle part). 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.10 別府コアの珪藻花粉分析結果（下部） 

Fig. 2.10 Diatom analysis of Beppu core (Lower part). 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.11 別府コア及び BP09-6 コアの花粉分析による対比 

Fig. 2.11 Correlation of Beppu core and BP09-6 core based on pollen analysis. 
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出典）東京大学（2020）3 を改変 

図 2.12 帯磁率及び花粉分析に基づく別府コアと最深部コア BP09-4 コアとの対比 

Fig. 2.12 Correlation of Beppu core and BP09-4 core based on magnetic susceptibility  

and pollen analysis. 
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2.1.3 火山灰層序学的年代評価手法の整備 

（1）はじめに 

新規制基準に記載された中期更新世以降（約 40 万年前以降、MIS 11 以降にほぼ対応）

の断層変位指標の年代決定において、高い時間分解能を有する長期間記録媒体である深海

底堆積物を活用することが極めて重要である。なぜなら、深海底堆積物は、テフラ層序、

微化石層序、酸素同位体層序及び古地磁気層序によって相互の年代がクロスチェックされ

るため、これら層序学的年代の信頼性向上が見込めるからである。また、テフラは、給源

火山から広範囲に飛散・移動し、海域のみならず陸域にも分布しているため、深海底堆積

物中のテフラを陸成堆積物中のテフラと対比できれば、信頼性の高いテフラ年代を海域、

陸域で共有することが可能になる。 

テフラの対比は、通常、火山ガラスの化学組成を指標として行われる。なぜなら、深海

底堆積物中では風化によって火山ガラスが溶解せず、初生的な化学組成が保持されるため

である。しかしながら、断層変位指標として有用な海成段丘に載る陸成堆積物（古土壌、

レス及び崩積土）において、火山ガラスはしばしば風化（特に水が関係した化学反応）に

よって溶解するため、ガラス質の広域テフラは残存していないことが多い。そのため、陸

成堆積物の編年には、火山ガラスの代替指標の整備、すなわち風化に抵抗性の強い鉱物が

テフラ対比の指標として妥当であるかの確認が必要とされる。 

テフラにおいて、かんらん石、輝石族、角閃石族及び鉄チタン酸化物は普遍的に含まれ

る鉱物である。最近、Matsu'ura et al. (2014a)8 は、下北沖の深海底堆積物（ちきゅう C9001C

孔コア：図 2.13）において、斜方輝石及び角閃石粒子の濃集からテフラ及びクリプトテフ

ラ（の可能性のあるもの）を認定した。これらは深海底堆積物中のテフラと陸成堆積物中

の風化テフラとを対比するのに有効と考えられる。斜方輝石は累帯構造により広い化学組

成範囲を示す可能性があることから、テフラの特徴化及び対比に不利である。そのため、

角閃石族の化学組成を指標としたテフラの対比を試みる必要がある。 

C9001C 孔の風上に位置する下北半島では、海成段丘が発達し、隆起速度及び断層活動

の指標となっている 9。海成段丘は、テフラによって編年されているものの、年代精度（MIS

への対比の信頼性）が低い。これは、複数のテフラの層位が放射年代と一致しないこと、

あるいは深海底コアでの層位が不明であるため MIS への対比が未決定であること、があげ

られる。このような背景から、本研究では、深海底堆積物（C9001C 孔）の中期更新世以

降のテフラ層序を高精度化し、風化に抵抗性のある鉱物を指標としたテフラ層序の構築及

びテフラの対比手法を検討した。この結果に基づいて、下北半島に分布する海成段丘編年

を再検討した。 
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（2）研究対象物質及び分析手法の検討 

C9001C 孔の全コア長（365.33 m）を対象に、アーカイブコア（長期保管用のコア）に含

まれるテフラ層及びその間の堆積物を 10 cm 間隔で試料採取した。テフラ層の層厚が 10 cm

未満の場合には、その層厚に応じて試料採取した。同時に、C9001C 孔コア中のテフラに

対比が期待される陸域テフラについても、野外踏査により試料採取した。 

採取された試料について、前処理・純化を施した後、鉱物観察用スライドグラスの上に

封入して粒子組成観察用薄片を作成した。次に、偏光顕微鏡を用いて薄片観察し、テフラ

粒子の同定を行い、3,000 粒子中の構成比を求めた。本研究では、角閃石粒子を多産する

層準がテフラ層準を示すものと推定し、3,000 粒子中の火山ガラス粒子含有数を求めた（図

2.14）。さらに、テフラを識別するために、エネルギー分散型Ｘ線マイクロアナライザー

を用いて角閃石粒子の主成分化学組成を測定した。 

 

（3）角閃石を指標とした深海底堆積物－陸成堆積物におけるテフラの対比 

下北半島沖の深海底堆積物（C9001C 孔コア；図 2.13）において、笠森 5 テフラ（Ks5）

は、MIS 12b–c（43～46 万年前）とされているため 10、それより上位にある堆積物は MIS 11

及びそれより新しい時代に対比される（図 2.14）。その堆積物から検出された角閃石粒子

の多産層準は、時代の新しい方から古い方に向かって、A1～A37 と整理される（図 2.14）。

これら A1～A37 を構成する角閃石粒子の中で、火山ガラスを付着させているものはテフラ

起源であると判断し、その角閃石粒子を含む 20 層準を対象にして主成分化学組成を測定し

た（図 2.15）。角閃石粒子多産層準のうち、A30、A34、A37 及び A50 に含まれる角閃石

は著しくカリウム（K）に乏しい（図 2.15a：A50 は MIS 11 よりも著しく古い層準のため、

今回記載対象としない）。A30、A34 及び A37 中の角閃石は、カルシウム（Ca）及び K 含

有量からは識別することは難しい（図 2.15b）。しかし、マグネシウム（Mg）含有量を指

標にすると、A34 の角閃石は A30 及び A37 のそれらから識別可能である（図 2.15c）。 

A30、A34 及び A37 は、C9001C 孔の酸素同位体層序から、MIS7 初期～MIS9 末期と推

定される（図 2.14）。この年代に対応したテフラとして、C9001C 孔に最も近い恐火山（図

2.13）から噴出した、田名部 A、B 及び C テフラ（以下それぞれ「Tn-A」、「Tn -B」及び

「Tn -C」という。）が、マグマ本質物質を有するものとして知られている 11。Tn-A～C は、

層位的には Tn-A、-B、-C の順に古くなるが、既報の放射（フィッショントラック）年代

は、Tn-A 及び Tn-C がそれぞれ 35±6 万年前（1SD）及び 18±4 万年前（2SD）とされてお

り 12, 13、年代の逆転がみられる。また、Tn-B の放射年代は報告されていない。 

海成段丘を覆う陸域堆積物中に産出する Tn-A～C において、火山ガラスは長期間の風化

によって消失している一方、角閃石は風化に対して抵抗性があるために残存している。

Tn-A～C の角閃石の化学組成は、同一火山から噴出したため、相互に類似しているが、Tn-A

は Tn-C に比べて Ca 及び Mg 含有量が低い傾向がみられる（図 2.15c）。また、Tn-B は Tn-A
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及び Tn-C の中間的な性格を示す。これら Tn-A～C の角閃石の化学組成は、Tn-C が A34

の組成範囲と最も類似することを示すことから、Tn-C と A34 とは対比される可能性が高

い。さらに、Tn-C 及び A34 の角閃石は、粒子内で化学組成が大きく変化するような累帯

構造を示さないため、1 ポイント／粒子の分析に基づいて測定された多くの粒子の組成範

囲（図 2.16）は、各テフラを代表すると判断される。ただし、Tn-C と A34 との対比確度

を上げるために、新たな指標（例えば角閃石の微量化学組成）を検討することは今後必要

である。 

 

（4）深海底堆積物の年代モデルを用いたテフラの年代決定及び放射年代の比較 

Tn-C の噴出年代は、A34 の深度を C9001C 孔の年代モデルを用いて年代に変換すること

で得ることができる（図 2.17）。ここで、C9001C 孔の年代モデルは複数提示されている

ため、用いるモデルによって Tn-C の年代が変化する。Domitsu et al. (2011)14、Matsu'ura et al. 

(2014a)8 及び Matsu'ura et al. (2017)15 のモデルを用いると、Tn-C はそれぞれ 23.1、25.7 及び

28.0 万年前と算出され、前者は MIS 7、後二者は MIS 8 に対応する（図 2.17）。Domitsu et 

al. (2011)14 のモデルは、MIS 7 に相当するコア長が著しく長い（＝堆積速度が速い）こと

に特徴がある。一方、Matsu'ura et al. (2014a)8 及び Matsu'ura et al. (2017)15 のモデルは堆積速

度が異様に速い期間を想定する必要がなく、ほぼ安定した堆積速度を示すため、C9001C

孔掘削地点（深海）の堆積環境を最も良く説明できるという信頼性をもつ。また、Matsu'ura 

et al. (2014a)8 のモデルは 2 枚のテフラ（ODP794 2H-2-120 及び塩原大田原テフラ：図 2.14）

の既報年代に強く拘束されているが、これらの年代精度は必ずしも高くない。そのため、

広域テフラと酸素同位体層序との層位関係が調和的な Matsu'ura et al. (2017)15 のモデルが、

現在、最も信頼性が高いと考えられる。このモデルを用いて算出された Tn-C の年代（約

26 万年前）は、MIS 8 に対応するとともに、既報の放射年代（18±4 万年前）よりも大幅に

古いことは確実と考えられる。 

新たに決定された Tn-C の年代に基づき、下北半島北東部における海成段丘編年を再検

討する。海成段丘は、比高、連続性及び開析の程度に基づいて T4～T1 段丘に分類されて

おり 9、T4 段丘は、段丘構成層と洞爺テフラ（MIS 5d）との層位により、T2 段丘は段丘構

成層と Tn-C との層位（MIS 8）により、それぞれ MIS 5e 及び MIS 9 に対比される。この

ことから、年代指標のない T3 段丘（T2 と T4 段丘との間）は、合理的に MIS 7 に対比さ

れる。T1 段丘は、段丘構成層と Tn-C との間に厚いレスが存在することから、MIS 9 より

はるかに古く、おそらく MIS 11 に対比される。 

 

（5）まとめ 

本研究により、深海底堆積物を用いてテフラ年代を高精度に決定するとともに、風化に

抵抗性のある鉱物の化学組成を指標にして、深海底堆積物中のテフラを陸成堆積物中のテ
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フラと対比することができた。これにより、海域及び陸域において信頼性の高いテフラ年

代を共有することが可能となり、断層変位指標である海成段丘の年代妥当性評価に活用で

きる見通しを得た。 

 

 

 
出典）Matsu'ura and Komatsubara (2017)15 

 

図 2.13 下北沖 C9001C 孔の位置 

Fig. 2.13 Locations of site C9001C off Shimokita Peninsula. 

 

注）C9001C 孔のテフラ供給火山（赤い三角）の位置も示す。 
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出典）Matsu'ura and Komatsubara (2017)15 より、1–27H コアまでを抜粋 

 

図 2.14 ちきゅう C9001C 孔の層相、微化石年代層序、テフラ層序及び海

洋酸素同位体層序 

酸素同位体比曲線に付されている数字は海洋酸素同位体ステージ（MIS）を示す。 

Matsu'ura et al. (2017)10、Lisiecki and Raymo (2005)16 を参照。 

Fig. 2.14 Core lithology, biostratigraphy, tephrostratigraphy  

and marine oxygen isotopic stratigraphy of Hole C9001C. 

The numbers of oxygen isotopic records indicate Marine Isotopic Stage (MIS).  

Matsu'ura et al. (2017)10 and Lisiecki and Raymo (2005)16 are referred. 
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出典）Matsu'ura and Komatsubara (2017)15 を改変 

 

図 2.15 テフラに含まれる角閃石粒子の化学組成 

Fig. 2.15 Chemical compositions in amphibole group of tephras in cores of 

Chikyu Hole C9001C. 

注）(a) C9001C 孔コア中の角閃石族の Ca－K プロット、(b), (c) 陸成堆積物中におけるテ

フラ中の角閃石の Ca－K、Ca－Mg プロット。apfu は原子数（atoms per formula unit）。 
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出典）Matsu'ura and Komatsubara (2017)15 を改変 

 

図 2.16 角閃石粒子の SEM 画像及び単一粒子内の累帯構造 

Fig. 2.16 Scanning electron microscopy (SEM) images of amphibole grains and chemical 

variation within single grains. 

 

注）(a), (b) A34 に含まれる角閃石粒子の SEM 画像。(c), (d) Tn-C テフラに含まれる角閃石

粒子の SEM 画像。四角はビーム領域で数字は分析番号。括弧内の番号（(a）の(1)、(b)の

(2)、(c)の(1)）は、低品質（分析トータルが 98–102 重量%濃度に収まらないもの）のため

棄却。 (e)–(g) 角閃石粒子の累帯構造、横軸は(a)–(d)の測定位置に対応する。A34 におけ

る 1 粒子当たり 1 分析による化学組成範囲も示す。 
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出典）Matsu'ura and Komatsubara (2017)15  

 

図 2.17 ちきゅう C9001C 孔の深海底堆積物のテフラ層序、

微化石年代層序及び年代モデル 

Matsu'ura et al. (2017)10、Matsu'ura et al. (2014b)9、Domitsu et al. (2011)14 及び桑原（2006）12

を参照。 

Fig. 2.17 Tephrostratigraphy, biostratigraphy and age models of Chikyu Hole C9001C 

Matsu'ura et al. (2017)10, Matsu'ura et al. (2014b)9, Domitsu et al. (2011)14 and Kuwabara (2006)12 

are referred. 
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2.2 プレート間地震の履歴に関する評価手法の整備 

2.2.1 放射性炭素年代測定による隆起年代評価手法の検討 

（1）はじめに 

2.1.1 及び 2.1.2 で述べたように、海域ではトレンチ調査が実施できないことから、特に

海域活断層に起因する内陸地殻内地震を対象にした確率論的地震ハザード評価及び確率論

的津波ハザード評価では統計的に推定された活動間隔が用いられることが多く、評価結果

に与える不確実さの幅が大きくなることが課題である。一方、プレート間地震を対象にし

た上記の評価においては、これまで主として歴史地震の情報が利用されてきた。しかしな

がら、2011 年東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえると、歴史地震のみならず、より活動

間隔が長い地震も対象にした先史時代における地震履歴の情報を整理し、その扱い方を検

討することが重要である。 

プレート間地震のうち活動間隔が長い地震の活動履歴を評価する方法として、主として

深海底コア（堆積物）中のイベント堆積物の情報を利用する方法、沿岸隆起に起因する離

水海岸地形及び離水生物群集の年代測定に基づいた方法が挙げられる。このうち前者につ

いては、大規模な研究プロジェクトによって推進されることが多く、研究の進展に依存す

る課題であるが、後者についてはプレート間地震のみならず、沿岸域の内陸地殻内地震に

も適用可能な方法であり、離水海岸地形の認定によっては沿岸域の内陸地殻内地震の想定

に直結することから、優先度が高い課題であると言える。 

離水海岸地形の隆起現象からプレート間地震の活動履歴を評価するためには、地震規模、

発生年代等の様々な不確実さを考慮することが重要となる。例えば、プレート間地震の震

源断層を想定すると、長さが数 100km 以上となることが多いため、広域的な隆起現象を把

握することが求められる。また、広域的な隆起現象を検出できた場合でも、沿岸域の内陸

地殻内地震による隆起が寄与している可能性も十分考えられることから、この場合には両

者の識別が課題となる。この課題を解決するためには、広域的な隆起現象の同時性を検討

できるような、精度の高い隆起年代の評価が求められる。 

離水海岸地形の隆起年代を測定するには、これまで主として離水海岸地形に付着する離

水生物群集遺骸の放射性炭素年代測定が用いられてきた。これは、隆起前に海水中で生存

していた海生生物が形成した石灰質の殻等を用いて放射性炭素年代を測定する方法である

が、測定対象の試料をあらかじめ酸処理することが通例となっており、その濃度の影響の

程度についてはよく分かっていない。また、測定する石灰質物質の違いが測定結果に与え

る影響についても不明な点が多い。 

そこで、本研究では、隆起年代を評価する際の結果のばらつき（酸処理濃度及び測定試

料の対象の違い）を把握するため、すでに隆起したことが明らかな地域において離水海岸

地形を認定し、高度分布及びその地形面が形成された年代を検討した。 
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（2）対象地域 

隆起年代を評価する際の結果のばらつきのうち、酸処理濃度の差異による影響を検討す

るためには、歴史地震に対応する離水生物群集遺骸が産出し、かつ完新世段丘に関する既

往研究例が多いことが条件となる。そこで、元禄関東地震（1703 年）及び大正関東地震（1923

年）による離水海岸地形が発達する三浦半島（城ヶ島地区及び荒崎地区）を選定した。ま

た、測定試料の対象の差異による影響を検討するためには、離水生物群集遺骸が豊富に産

出することが条件となる。そこで、高知県足摺岬（松尾地区）を選定した。 

 

（3）三浦半島（城ヶ島地区及び荒崎地区）における地形面の年代測定結果 

城ヶ島及び荒崎における完新世段丘は海岸侵食地形面として認識でき、高位よりA1面、

A2 面、A3 面、G 面及び T 面に区分した（図 2.18 及び図 2.19）。既往研究 17 を参照し、城

ヶ島については元禄関東地震（1703 年）による隆起ベンチと考えられる標高約 1.5～3.0m

の地形面を G 面とし、大正関東地震（1923 年）の隆起ベンチと考えられる標高約 0.5～1.5m

の地形面を T 面とした。同様に荒崎については標高約 1.0～2.0m の地形面を G 面とし、標

高約 0～1.0m の地形面を T 面とした。地形面の形態は、スコリア質砂岩が凸部、泥岩が凹

部をなし、スコリア質砂岩の層厚が厚いものほど凸部が高い傾向がある。泥岩は地形面の

外縁付近では緩く海側へ傾斜し、波浪による侵食を受けている。地形面の外縁から離れた

ところでは、泥岩が厚いエリアに波浪と風化作用によって形成されたと考えられる平坦面

が認められる。平坦面の発達状況は、両地域間で若干の差が認められる（図 2.18 及び図

2.19）。 

城ヶ島で 7 地点、荒崎で 5 地点、合計 12 地点で離水生物群集（ヤッコカンザシ類を主

体）を採取した。放射性炭素年代測定に供する試料は、試料の未変質部を用いる目的から、

酸処理を施すことが通例となっているが、その際の酸処理条件（特に、塩酸による処理濃

度）については測定機器、施設ごとに経験的に定められていることが多い。そこで、これ

らを 15～95%程度の範囲で塩酸処理濃度の違いによって細分し、城ヶ島で 13 試料、荒崎

で 17 試料、合計 30 試料を年代測定用試料とした。試料の保存状態はおおむね良好であり、

ノッチ、海食洞及び波食溝に沿って分布している。試料の採取標高は城ヶ島で 0.9～1.5m

（T 面相当）及び 2.4～2.8m（G 面相当）、荒崎で 0.6～1.3m（T 面相当）である。また、離

水生物群集の分布高度には最大約 60cm 程度の幅が認められる。 

放射性炭素年代の測定結果は、城ヶ島の T 面相当で約 360～540 yr B.P.、G 面相当で約

560～650 yr B.P.を示し（図 2.20）、荒崎の T 面相当で約 350～550 yr B.P.の年代値を示した

（図 2.21）。生物遺骸が形成する石灰質物質は、日本近海の古い海水から作られるため、

実際の暦年代はより古くなることが知られている（海洋リザーバ効果）。400 年程度の海洋

リザーバ効果 18 及び 80 年程度のローカルリザーバ効果 19 の除去により若くなることを考

慮すると、誤差の範囲内で T 面が大正関東地震（1923 年）、G 面が元禄関東地震（1703 年）
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にそれぞれ対応すると考えられ、ほぼ現在に近い年代値を示していることから、得られた

結果はおおむね妥当と評価できる。 

城ヶ島の試料 C01、荒崎の試料 C03 を段階的に溶解させ、放射性炭素年代の測定を行っ

たところ、酸処理濃度 50～60%程度が最も適切な値を示した（図 2.20 及び図 2.21 の赤数

字）。これは、地形面の離水後に試料表面で生じた再結晶等の影響が除去された結果、本来

の値を示したものと推定される。一方、これらの試料と溶解処理を実施していない試料の

年代値とを比較すると、試料によってばらつきが大きい結果となった。 

以上から、元禄関東地震及び大正関東地震による離水海岸地形の年代値を得ることがで

き、海洋リザーバ効果等を考慮すると、この結果は妥当な年代値と評価できる。また、年

代測定試料を段階的に溶解させ、放射性炭素年代測定を行ったところ、酸処理濃度 50～60%

程度が最も古い値を示した。これは、試料表面で生じた再結晶等の影響が除去された結果、

本来の値を示したものと推定され、酸処理濃度の差異による影響を把握できた。 

 

（4）高知県足摺岬（松尾地区）における地形面の年代測定結果 

足摺岬の松尾の海岸付近に露出する地質は中新世の花崗岩類を主体とし、一部にアプラ

イト、ドレライト及び玄武岩の岩脈がみられる。岩脈、断層及び卓越する割れ目の方向は、

NNW-SSE で高角度のものが多い。完新世段丘は海岸侵食地形面として認識でき、高位よ

り A1 面～A7 面に区分した（図 2.22）。これらの地形面は、内縁付近では平坦地を伴い、

外縁付近では丸みを帯び、海岸へ傾斜している。 

放射性炭素年代測定に供する試料は A7 面（標高 1.5～2.2m）及び A6 面（3.8～4.0m）で

採取した。採取試料はビーチロックで構成されていたことから、採取試料を貝殻片及び基

質部に分け、年代測定試料を 13 試料採取した。また、試料を採取した標高には幅があるこ

とから、試料の上端及び下端の標高を記録した。 

測定結果を図 2.23 に示す。実際の暦年代は、400 年程度の海洋リザーバ効果 18 及び黒潮

域における 50～100 年程度のローカルリザーバ効果 20 の除去により若くなることを考慮す

る必要があるが、測定結果はそれよりも大きくばらついている。全体的に基質の年代が若

く、貝殻片の年代がより古い傾向がある。この理由としては、基質であるビーチロックの

再結晶時に、相対的に新しい炭素を取り込んだ可能性が考えられる。また、地形面の形成

年代は、貝殻片に着眼すると測定数の多い A7 面で 2,096±32～3,762±28 yr B.P.の値（標準

誤差 1σ、以下同様）を示した。これは、既往の研究例 21 の 1,700±60 yr B.P.とおおむね整合

している。 

 

（5）まとめ 

以上から、本研究で対象としている年代軸で離水海岸地形の隆起年代を議論する上では、

年代測定試料の対象の違いが放射性炭素年代測定の結果に与える影響は無視できないこと
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が分かった。炭酸塩基質（ビーチロック）の年代が、貝殻片の年代より若くなる傾向の理

由としては、ビーチロックの形成に伴う再結晶時に、相対的に新しい炭素を取り込んだ可

能性が考えられる。離水生物群集遺骸の年代を基質から分離して測定することにより、地

形面の形成年代の幅をより狭めることができ、本手法に基づいた完新世段丘の離水年代の

もつ不確実さをより低減できると考えられる。 

 

 

 

図 2.18 三浦半島城ヶ島の UAV レーザー測量による高度段彩図及び地形面区分 

Fig. 2.18 Gradient tints diagram of digital elevation model using UAV laser and geomorphic 

surface at Jogashima in Miura Peninsula. 
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図 2.19 三浦半島荒崎の UAV レーザー測量による高度段彩図及び地形面区分 

Fig. 2.19 Gradient tints diagram of digital elevation model using UAV laser and geomorphic 

surface at Arasaki in Miura Peninsula. 
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出典）内田・佐津川（2018）22 を改変 

 

図 2.20 三浦半島城ヶ島に分布する離水生物遺骸群集から得られた放射性炭素年代 

Fig. 2.20 14C age from uplifted sessile assemblages at Jogashima in Miura Peninsula. 

 

 
出典）内田・佐津川（2018）22 を改変 

 

図 2.21 三浦半島荒崎に分布する離水生物遺骸群集から得られた放射性炭素年代 

Fig. 2.21 14C age from uplifted sessile assemblages at Arasaki in Miura Peninsula. 
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図 2.22 足摺岬松尾の UAV レーザー測量による高度段彩図及び地形面区分 

Fig. 2.22 Gradient tints diagram of digital elevation model using UAV laser and geomorphic 

surface at Matsuo in Cape Ashizuri. 

 

 
出典）内田・佐津川（2019）23 を改変 

図 2.23 足摺岬松尾に分布する離水生物遺骸群集から得られた放射性炭素年代 

Fig. 2.23 14C age from uplifted sessile assemblages at Matsuo in Cape Ashizuri. 
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2.2.2 宇宙線生成核種による隆起年代評価手法の整備 

（1）はじめに 

2.2.1 では、プレート間地震のうち活動間隔が長い地震の活動履歴を評価する方法として、

沿岸隆起に起因する離水海岸地形及びそれに付随する離水生物群集を認定する方法の適用

性並びに隆起年代を評価する際の結果のばらつき（酸処理濃度及び測定試料の対象の違い）

を検討した。その結果、実際の地震による離水海岸地形の年代値を得ることができたこと、

また、酸処理濃度の差異及び年代測定試料の対象の違いが、放射性炭素年代測定の結果に

与える影響を把握できた。 

しかしながら、この方法で必要となる離水生物群集は高緯度の地域では化石として保存

されにくい。これは、離水生物群集の主要成分である炭酸カルシウムが、海水温が低いた

めに炭酸イオンに乏しい高緯度の海水と長期間にわたって触れ合うことで溶解するためと

考えられる 24。この他にも様々な要因で離水生物群集が保存されない、あるいは最初から

形成されないケースが想定されるため、技術的な限界から放射性炭素年代測定による隆起

年代の評価が適用できない海域も多い。そこで、本研究では離水生物群集を必要としない

宇宙線生成核種を利用した隆起年代評価手法を検討した。 

宇宙線生成核種（Terrestrial Cosmogenic Nuclides, TCN）とは、宇宙線（一次宇宙線）が

大気に飛び込んだ際に生じる中性子、ミュオン等の高エネルギー粒子（二次宇宙線。以下

「宇宙線」という。）が地球表層の岩石中に照射される際の相互作用によって生成する核種

をいう 25。岩石中の宇宙線生成核種の蓄積量を測定することにより、岩石が地表に露出し

て宇宙線に被ばくされる環境に置かれてからの時間、換言すれば岩石が地表に露出する原

因となった地震、気候変動等の地質学的イベントの年代を定量的に評価することが可能と

なる 26。 

隆起年代の評価においては、地震等の地質学イベントにより海面下の波食棚（ベンチ）

が離水した年代が隆起年代ということになる。宇宙線は水中では強度が大きく減衰するた

め 27、隆起年代はベンチが離水することにより宇宙線生成核種の蓄積が始まった年代（表

面照射年代）と等しいとみなすことができる。したがって、隆起ベンチを構成する岩石中

の宇宙線生成核種の蓄積量を測定することにより、離水生物群集を欠いた地域であっても

隆起年代の評価が可能であると考えられる。さらに長半減期の宇宙線生成核種を用いれば

放射性炭素年代測定法では測定できない古い年代値を示す地域における年代測定も可能に

なると考えられる。 

ただし、実際の隆起ベンチは風化・侵食作用により表層が削剥されていると考えられる。

したがって宇宙線照射面が変化することから、岩石に照射される宇宙線フラックスが一定

ではなくなるため、求められる隆起年代は不確実性を伴うことが予想される 28。さらに宇

宙線生成核種は自然界における存在度が極めて低い核種であり、その分析精度も課題とな

る。そこで本研究では、宇宙線生成核種を用いた年代評価の不確実性の要因を分析すると
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ともに本手法による評価上の留意点を整理し、隆起年代評価への適用可能性を検討するこ

ととした。 

なお、本研究は国立大学法人東京大学大気海洋研究所に委託し、実施したものである。 

 

（2）対象地域 

地球表層プロセスの議論に広く用いられる重要な宇宙線生成核種は 10Be及び 26Alである。

地球の地殻中の主要な元素は酸素（46 wt%）及びケイ素（27 wt%）であるが、10Be 及び 26Al

は、宇宙線が酸素及びケイ素に照射された際の相互作用で生成される核種である。特に、

酸素及びケイ素で構成される鉱物である石英（SiO2）は、地球表層に比較的広く存在して

おり、10Be 及び 26Al の測定に有用であることから地球表層プロセスの研究に広く用いられ

ている 28（図 2.24）。 

したがって、宇宙線生成核種を利用した隆起年代評価手法を検討するに当たり対象とな

る地域は、石英の含有量が多い花崗岩等の岩石が露出する地域であることが望ましい。さ

らに、年代値のクロスチェックの観点から、離水生物群集遺骸が豊富に産出し、放射性炭

素年代測定による隆起年代の評価が可能であることも条件となる。そこで、本研究では

2.2.1 において示した足摺岬松尾を対象とし、オールコアボーリング及びハンドサンプリン

グにより深度ごとの試料を採取した。今回は 2.2.1 における足摺岬の A5 面（標高 5m、図

2.22 における AMO-B1 地点）で採取したボーリングコア試料（AMO-B1c：図 2.25）につ

いて採取深度ごとに 10Be 濃集量の測定を行った。 

なお、足摺岬の A5 面は既往研究である前杢（1988）21 におけるベンチ高度集中帯レベ

ル I に対応していると考えられる。レベル I が隆起した年代は足摺岬周辺地域（高知県黒

潮町及び土佐清水市片粕）において対比される旧海水準の放射性炭素年代から 4,800～

2,730 yr B.P.と推定されている 21。 

 

（3）分析手法 

自然界における存在度がきわめて低い宇宙線生成核種を検出する必要があることから、

本研究では宇宙線生成核種（10Be）の測定に超高感度の質量分析計である東京大学タンデ

ム加速器研究施設の加速器質量分析計（Acceleration Mass Spectrometry（以下「AMS」とい

う。））を用いた。 

また、足摺岬の隆起ベンチは 2.2.1 で述べたとおり数千年前に離水したと考えられ、10Be

の濃集量が低いことが予想されることから、AMS で測定した際のバックグラウンドを低く

抑える必要がある。バックグラウンドが高くなる要因として、Be 標準溶液に含まれるホウ

素含有量が挙げられる。そこで本研究では、ホウ素が少なく純度の高い Be 標準溶液を使

用しバックグラウンド値を下げることで、10Be 低濃度試料の分析を試みた。 
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宇宙線は地中で指数関数的に減衰するため、地中の核種濃集量の深度分布も地表から地

下に向かって指数関数的に減少する（図 2.26）。したがってデータ解析に際しては、地下

の試料から得られた濃集量の深度分布（観測値）と、2.2.2.1 式によって記述される理論値

29 とを比較し、観測値を最もよく説明できる各種のパラメータの値を解析的に定める。 

 

= + + 1−  
         + + 1− ( )  
  + + 1−     ････････････(2.2.2.1) 

 

このとき、N は核種濃集量、N0 は岩石中に元々含まれていた核種濃集量（インヘリタン

ス）、t は表面照射年代、ε は表層の侵食速度、λ は核種の壊変定数、x は核種が生成する

地表からの深さ（すなわち試料を採取した深度）、 、 、  はそれぞれ中性子、slow 

muon、fast muon の寄与による地表面における核種生成速度、 、 、  は岩石の密

度とそれぞれの宇宙線の平均減衰長の比を表す。ここで、未知数となるのはインヘリタン

ス、侵食速度及び表面照射年代である。前述のとおり風化・侵食作用により表層が削剥さ

れている場合、表面照射年代及び侵食速度が互いにトレード・オフの関係にあるため、尤

度が最大となる表面照射年代及び侵食速度は一意に求められない。そこで本研究では、マ

ルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov Chain Monte Carlo（以下「MCMC 法」という。））を用

いた解析を行い、表面照射年代及びその誤差範囲を統計的に求めた。MCMC 法は、与えら

れた確率分布からのサンプリングにより解析的にパラメータの事後分布を推定するに当た

り、マルコフ連鎖に基づく効率的なサンプリングを行うことで多変量の確率分布に対応し

たパラメータ推定法である（図 2.26）。 

 

（4）検討結果 

AMS で測定した AMO-B1c の 10Be 濃集量の深度プロファイルを図 2.27 に示した。深度

プロファイルはおおむね地表から深部に向かって減衰する傾向を示している。これは 10Be

が低濃度の試料であっても、宇宙線の照射により生成された 10Be を AMS による測定によ

って有意に検出できたことを示している。核種濃集量はおおむね 5,000～6,000 atoms/g の

誤差を示すが、約 9,000 atoms/g という大きい誤差を示す試料もみられる。これは、他の採

取深度の試料よりも、溶解した石英量が少なかったためと考えられる。 

データの解析に当たって、未知数であるインヘリタンス、侵食速度及び表面照射年代の

とり得る値を制約する必要がある。核種濃集量は地表面から地下に向かって指数関数的に
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減衰するため、インヘリタンスは測定された核種濃集量の最大値を超えることはない。し

たがってインヘリタンスは 0～30,000 atoms/g に収まると判断される（図 2.26）。侵食速度

については、試料採取地点では未風化の花崗岩が露出していることから、風化層が侵食に

より失われていることが示唆される。したがって、ここでは花崗岩の風化速度を採取地点

における侵食速度とみなす。花崗岩の風化速度については、墓石及び石壁の剥落から 15 

mm/kyr という値が推定されている 30。そこで、採取地点における風化速度はそれと同じ

か、数倍程度と仮定し、15±15 mm/kyr の正規分布を与えた場合をケース 1 として解析を

行った。一方、日本国内の山地における花崗岩の侵食速度としては、隆起準平原である阿

武隈高原において 50 mm/kyr を超える値が得られている 31, 32, 33。ここでは、0〜50 mm/kyr の

範囲を一様に取り得ると仮定した場合をケース 2 として解析を行った。最後に表面照射年

代については、試料を採取した A5 面より下位の A7 面では 2.2.1 で述べたとおり放射性炭

素年代測定により 2,096±32～3,762±28 yr B.P.の値が得られていることを考慮し、十分な幅

を取って 0～2 万年の年代を一様に取り得るという条件で解析を行った。 

解析の結果、ケース 1 の場合は約 4,600 −2,600/+4,500 年、ケース 2 の場合は約 4,700 

−2,700/+5,900 年の表面照射年代が得られた。いずれの場合も誤差は大きいものの、得られ

た最頻値は既往研究で推定されている隆起年代（4,800～2,730 yr B.P.）21 と調和的であり、

また 2.2.1 で得られた下位の隆起ベンチの放射性炭素年代とも矛盾しない。 

なお、得られた宇宙線照射年代に生じた誤差の要因としては、1）測定誤差が大きい点、

2）侵食速度が十分に制約できていない点が挙げられる。1）については、岩石の採取量を

増やし測定に用いる石英の量を増やすとともに、分析手法の更なる改良によって検知でき

る 10Be の量を増加させることができれば改善が可能であると考えられる。2）については、

より厳密な侵食速度の制約が必要である。そのための手法として、Shiroya et al. (2010)31 及

び Nakamura et al. (2014)32 で報告されているような深度プロファイルによる侵食速度の解

析が有効であると考えられる。 

 

（5）まとめ 

以上から、放射性炭素年代測定に必要な離水生物群集を欠いた隆起海岸地形においても、

宇宙線生成核種を用いることで隆起年代を評価できる可能性を示した。また、従来宇宙線

生成核種の検出が困難とされてきた比較的若い隆起ベンチの岩石においても、測定の際の

バックグラウンドを低減することによって、宇宙線照射により生成した核種を検出できる

ことを示した。 

一方で宇宙線生成核種を用いた隆起年代評価における不確実性の要因として、核種濃集

量の測定誤差及び侵食速度の制約が挙げられる。前者についてはサンプル量の増加及び分

析手法の改良、後者については深度プロファイルによる侵食速度の解析により不確実性を

低減できると考えられる。 
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図 2.24 石英中における宇宙線生成核種の生成 

Fig. 2.24 Schematic diagram of the production of cosmogenic nuclides in a quartz crystal. 
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図 2.25 試料採取地点及びボーリングコアの様子 

Fig. 2.25 Sampling site at AMO-B1 of Cape Ashizuri and overall view of the sample  

taken from the AMO-B1c borehole.  



 

42 

 

 

出典）東京大学(2019)34 を改変 

 

図 2.26 MCMC 法の概要 

Fig. 2.26 Schematic model of MCMC methods. 

 

 

出典）東京大学(2019)34 から抜粋 

 

図 2.27 10Be 濃集量の深度プロファイル 

Fig. 2.27 Depth profile of production rate of cosmogenic 10Be in quartz. 

注）ケース 1 及びケース 2 の解析条件で得られた近似曲線をそれぞれ赤線及び青線で示

しているが、両者ともほとんど一致するため青線はほぼ見えていない。 
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3. 結論 

3.1 成果の要点 

地震の活動履歴評価の精度向上の観点から、微化石、火山灰等の各種ツールを用いて、

古地震及び隆起年代を評価する手法に関する技術的知見を収集し、地震の履歴に関する評

価手法に反映するための研究を実施した。各研究実施項目において、以下の成果を得た。 

（1）活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に関する評価手法の整備 

①浅海域における古地震履歴評価手法の整備 

海域における内陸地殻内地震の活動履歴を評価する方法の一つとして、断層を挟んだ

2 点間の柱状採泥調査等により、特徴的な堆積物の変位及び厚さの変化を明らかにし、

断層の活動した時期を推定する方法が挙げられる。本研究では、断層を挟んだ 2 点間の

柱状採泥調査によって得られた試料に対し完新統（完新世の地層）を対象に帯磁率測定

及び微化石分析を実施し、断層変位指標としての適用性を検討した。その結果、複数の

微化石イベントが認定でき、それらイベント及び帯磁率の変化パターンを用いて複数の

層準を対比することができた。この対比に基づくと、2 点間の層厚の差異は地震時の隆

起・沈降の傾向を反映していると考えることができ、通常用いられている帯磁率測定及

び微化石分析が、完新統のコアを対象にした地震履歴の抽出に有用であることを示した。 

 

②イベント堆積物を用いた古地震履歴評価手法の整備 

調査の制限を受けるような海域又は堆積物の堆積状況が悪い海域では、上記①の手法

が適用できない場合がある。そのような場合には、より間接的ではあるが、評価対象の

断層近傍で柱状試料を採取し、地震時に浅部から供給されたイベント堆積物（主に砂質

堆積物）から地震性堆積物を識別しその年代を見積もることにより、これらのデータを

地震履歴の情報として利用する方法が挙げられる。本研究では、断層近傍で実施された

柱状採泥調査によって得られた試料に対し完新統を対象に帯磁率測定及び微化石分析

を実施し、イベント堆積物を対比する上でのこれらの分析の適用性を検討した。解析結

果から、放射性炭素年代測定値が得られている層準が限られていても、帯磁率変化のピ

ーク対比と花粉群集変化とを組み合わせることで、近傍コアとの対比面を多く得られる

可能性があることを示した。 

 

③火山灰層序学的年代評価手法の整備 

「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」で示されている中期

更新世以降に対応した火山灰層序学的年代評価手法を整備するため、深海底堆積物（ち

きゅう C9001C コア）及び陸域堆積物に含まれる火山灰（テフラ）の対比を検討した。

深海底堆積物を用いてテフラ年代を高精度に決定するとともに、風化に抵抗性のある鉱

物の化学組成を指標にして、深海底堆積物中のテフラと陸成堆積物中のテフラとを対比
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することができた。これにより、海域及び陸域において信頼性の高いテフラ年代を共有

することが可能となり、断層変位指標である海成段丘の年代妥当性評価に活用できる見

通しを得た。 

 

（2）プレート間地震の履歴に関する評価手法の整備 

①放射性炭素年代測定による隆起年代評価手法の整備 

離水海岸地形の隆起年代を評価する際の結果のばらつき（酸処理濃度及び測定試料の

対象の違い）を把握するため、すでに隆起したことが明らかな地域において離水海岸地

形を認定し、高度分布及びその地形面が形成された年代を検討した。その結果、既知の

地震による離水海岸地形の妥当な年代値を得ることができた。さらに、年代測定試料を

段階的に溶解させることにより、酸処理濃度の差異による影響を把握できた。また、年

代測定試料の対象の違いが放射性炭素年代測定の結果に与える影響は無視できないこ

とが分かった。 

 

②宇宙線生成核種による隆起年代評価手法の整備 

宇宙線生成核種を用いた隆起年代評価の不確実性の要因を分析するとともに本手法

による評価上の留意点を整理し、隆起年代評価への適用可能性を検討した。その結果、

放射性炭素年代測定に必要な離水生物群集を欠いた隆起海岸地形においても、宇宙線生

成核種を用いることで離水年代を推定し、隆起年代評価に適用できる可能性を示した。

また、数千年前に形成された比較的若い隆起ベンチにおいても、測定の際のバックグラ

ウンドを低減することによって、宇宙線照射により生成した核種を検出できることを示

した。 

 

内陸地殻内地震及びプレート間地震の履歴評価に向けて、コア間の対比精度を高めるこ

と及び信頼性の高いテフラ年代を得ることができた。それにより、断層変位指標の検出及

びイベント堆積物の対比が可能となり、また海成段丘の信頼性の高い年代評価を実施でき

る見通しを得た。離水海岸地形の年代評価については、従来の手法による結果のばらつき

を把握でき、先駆的な宇宙線生成核種を適用できる見通しを得た。 

 

3.2 目的の達成状況及び成果の活用等 

（1）活断層に起因する内陸地殻内地震の履歴に関する評価手法の整備 

上記のとおり平成 29 年度から令和元年度までの実施期間の目的を全て達成した。研

究成果の活用としては、以下の原子力規制委員会の新規制基準適合性に係る審査会合に

おいて火山灰層序学的年代評価手法の整備に係る研究成果（Matsu'ura et al., 2014、
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Matsu'ura and Sugaya, 2017）が引用され、周辺地盤の隆起の状況を検討するための根拠と

して活用された。 

・原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（第 526 回会合）、平成 29 年 11

月開催 

 

このほか、以下の原子力規制委員会の新規制基準適合性に係る審査会合においても研

究成果（Matsu'ura and Komatsubara, 2017；Matsu'ura et al. 2019）が引用されている。 

・原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（第 549 回会合）、平成 30 年 2 月

開催 

・原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（第 579 回会合）、平成 30 年 6 月

開催 

・核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（第 277 回会合）、令和元年 5 月

開催 

・核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（第 290 回会合）、令和元年 7 月

開催 

・核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（第 308 回会合）、令和元年 10 月

開催 

 

（2）プレート間地震の履歴に関する評価手法の整備 

上記のとおり平成 29 年度から令和元年度までの実施期間の目的を全て達成した。放

射性炭素年代測定による隆起年代評価手法の整備に関しては、地形面と年代測定結果と

の相互関係を精査し、暦年代への変換を行い、その結果から得られた成果について論文

として公表する予定であり、今後の適合性審査において活用が期待される。 

 

3.3 成果の公表等 

3.3.1 原子力規制庁の職員が著者に含まれる公表 

（1）NRA 技術報告 

なし。 

 

（2）論文（査読付） 

① Matsu’ura, T., et al., “Accurate determination of the Pleistocene uplift rate of the NE Japan 

forearc from the buried MIS 5e marine terrace shoreline angle”, Quaternary Science 

Reviews, Vol. 212, pp. 45-68, 2019. 
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② Matsu’ura, T., et al., “Late Quaternary tephrostratigraphy and cryptotephrostratigraphy of 

core MD012422: Improving marine tephrostratigraphy of the NW Pacific”, Quaternary 

Science Reviews.（投稿中） 

 

3.3.2 委託先等による公表 

なし。 
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